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本研究の検討課題は，以下の2点であった。第1に，1980年代以降の医療費抑制政策について注目
し，日米の医療産業の生産性成長率を計測し，その特徴について検討した。ただし，マクロ経済と
の関連にも注目するために，医療部門以外の全産業の生産性と比較を試みた。第2に，日米の医療
費の財源の側面に注目し，1980年代以降から近年までの企業の医療費負担について計測し考察し
た。この2点の課題について分析・検討した結果は，以下の通りである。

第1に，1980年代以降の医療費抑制政策が行われた下で，日本の医療産業の全労働生産性は，全
部門平均と匹敵する水準に上昇していた。対照的に，米国の医療産業の全要素生産性と全労働生産
性は，計測期間の大半で低下しており，全部門平均を下回っていた。このことから日本の医療産業
は，医療費を効率的に使用することに貢献し，米国医療産業の生産性低下は，医療費の増大要因と
なったと結論できる。さらに，米国の医療サービス価格を低下させる政策は，総じて成功していな
いともいえる。この点も医療費増大の要因の1つである。

第2に，米国の企業の医療費負担は，1990年代後半から2000年代にかけて最も高い水準へと上昇
している。一方，日本では低位な水準にとどまっていた。日本の医療費負担との比較では，生産性
上昇率と企業の医療費負担増加によるコスト上昇率との比率は，1980年代において日米で同水準で
あった。その後，1990年代後半に米国の水準は，日本の約2倍となっていた。これらのことから，
近年の米国の企業の医療費負担の高まりは，利潤率の圧迫するものであり，米国企業にとって現在
の医療制度は，コスト面からの桎梏となっていることを明らかにした。


